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意思決定モデル接近法と売却時価主義会計
榊 原 英
?
はじめに
会計実務を長い間支配してきた歴史的原価主義会計に対して，様々な観点か
らの批判が提起されてきている。歴史的原価主義会計を批判する多くの論者
は，単に，その欠陥を指摘するに留まらず，それに代わる新たな会計方法を提
唱している。具体的には，取替原価主義会計，売却時価主義会計あるいは割引
現在価値会計などの代替的会計方法が提唱されている。
本論文の目的は，売却時価主義会計を提唱している代表的な論者であるロパ
トー・ R・スターリングの学説を紹介し，検討することである。スターリング
は，その主著(6)において，意思決定モデ、ル接近法と呼ばれる理論的接近法に
基づいて，売却時価主義会計を提唱している。しかしながら，そこでは，完全
市場において小麦だけを取引する商人が企業モデ、ルとして用いられているの
で，その主張は，必ずしも説得力のあるものになっていない。そこで，われわ
れは論文(9)を中心に，スターリングの学説を紹介し，検討する。
E 意思決定モデル接近法と意思決定者接近法
会計の目的は，各意思決定者(会計情報の利用者〉が，経済的意思決定を行
なううえで有用な情報を提供することである。このような会計目的観は，今日，
かなり一般的に認められている。かかる目的を基本的前提とした会計理論の
(1) たとえば，かかる目的は，アメリカ会計学会の「基礎的会計理論報告書」による会
計の定義に見い出される。この報告書 C1)， p.1 C訳)2頁〉において，会計は「情
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構築方法は，一般に「意思決定有用性接近法 (decision-usefulnessapproarch) J 
と呼ばれる。この接近法は，意思決定にとって有用な情報を特定する方法の差
異により，①「意思決定モデ、ル接近法 (decisionmodel approarch)Jと②「意
思決定者接近法 (decisionmaker approarch) Jとに分けられる。前者のもとで
は，有用な情報は意思決定モデ、ルによって特定される。後者のもとでは，有用
な情報は意思決定者自身により特定される。
スターリングは，有用性概念を具体的状況に適用できるほど十分正確に定義
するために，その概念を「目的適合性 (relevance)J概念に置き代えている。
したがって， 2つの接近法の差異は， 目的適合性概念の定義に関係する。つま
り，スターリング (C9)， p. 199) によれば，意思決定モデル接近法のもとで
は， Iある属性が意思決定モデ‘ルにより特定されるならば，その属性について
の測定値がその意思決定モデ、ノレに目的適合性を有している。Jと考えられてい
る。他方，意思決定者接近法のもとでは， I意思決定者が特定の属性について
の測定値を知りたし、と望むならば，その属性が目的適合性を有している。」 と
考えられている。ここで，属性とは，具体的には，過去・現在・将来時点にお
ける資産の購入価格あるいは販売価格などの貨幣的属性を意味するものと理解
される。
報の利用者が判断や意思決定を行なうにあたって，事情に精通したうえでそれができ
るように，経済的情報を識別し，測定し，伝達する過程である」と定義されている。
また，かかる目的は，アメリカ公認会計士協会の会計原則審議会ステートメント四号
による会計の機能についての定義にも見い出される。ステートメント四号 C(3)， p. 
17 C訳)26頁〉において，会計の機能は， I経済的意思決定を行なう上に一一ーとりう
べきいくつかの行為の方向のうちから，合理的な選択を行なう上に一一役立つように
意図された，経済単位に関する計数的情報(主として，本質において財務的な情報〉
を提供することである。」と定義されている。さらに，アメリカ公認会計士協会の「財
務諸表の目的に関するスタディ・グループによる報告書JC( 4コ， p. 13 C訳)7-8 
頁〉によれば，財務諸表の基本的目的は， I経済的意思決定の役に立つ情報を提供す
ることである。」と規定されている。
(2) 意思決定有用性接近法についてのこの分類は，文献 C2)， p. 10 C訳)23頁〉にお
いて示されている。
?〈
?
? ?
スターリングは，意思決定者接近法を排し，意思決定モデル接近法を支持し
ている。意思決定モデル接近法を支持する論拠は，次に示すような意思決定者
接近法に対する批判として示されてい20
第 1の批判は， I意思決定者接近法は意思決定者の自由な情報選択に基づく
ので，それは， w民主的・消費者支配的』である。」との主張に対して向けら
れる。
意思決定者接近法のもとでの情報選択の自由は，現行の会計システムにおい
て意思決定者に提供されている情報を利用するかしないかの自由にすぎない。
現在提供されていない代替的情報を選択する自由はなし、。そうであるなら，意
思決定モデ、ル接近法により特定される d情報についても，同じ意味での情報選択
の自由がある。つまり，意思決定モデ、ルにより特定される情報が，会計情報と
して採用され，意思決定者に提供される場合にも，意思決定者はその情報を利
用するかしないかの選択の自由を持つであろう。
第 2の批判は， I意思決定者接近法が，プラグマティク情報と意味論的情報
との区分を無視している。」点に向けられる。
プラグマティク情報は，情報とその利用者との関係にかかわり，意味論的情
報は，情報と対象または事象との関係にかかわるものであるO 利用者が情報を
利用すれば，その情報はプラクゃマティク情報内容を有しているとされる。しか
しながら，情報が利用されるとの事実は，それが意味論的情報内容(事実と照
(3) 意思決定者接近法によれば，意思決定者により望まれる属性についての情報が，有
用な情報であると主張される。この場合，意思決定により望まれる属性についての情
報を，①現行会計システムが現在提供している情報の中から選択するか，あるいは，
②現在提供されていない情報をも含めた中から選択するかにより， 2つの異なる意思
決定者接近法が考えられる。スターリングはこの区分を意識せずに，意思決定者接近
法を批判しているが，第 1，2の批判は，前者の意思決定者接近法に対して，第3，
4，5の批判は，後者の意思決定者接近法に対して向けられた批判であると考えられ
る。これらの批判については，文献 C(6 J， pp. 54-58)， C(7 J， p.453)， C(9)， pp. 
199-200)を参照のこと。
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応関係のある情報内容〉を有していることを意味しない。したがって，プラグ
マティタ情報は，意味論的に誤った情報(事実と照応関係のない情報〉つまり
嘘である場合もある O
要するに，この批判は，情報が有用であるためには，それは意味論的情報内
容を有しなければならないとの主張，つまり，それは事実と照応可能なもので
なければならないとの主張に基づいていると考えられる。
第3の批判は， I意思決定者接近法が『人の好みは議論の余地のないもので
ある。』ことを前提としている。」点に向けられる。
意思決定者接近法のもとでは，意思決定者によりどのような意思決定がなさ
れようとも，それは個人の好みの問題であるので，意思決定自体が正しいもの
であるか否かは問うべきではないことが前提とされているo スターリングは，
このような前提を置くことに対して次のような批判を指摘している O 意思決定
者がし、かなる意思決定をするかは，意思決定者の好みであるとしても，その好
みは，提供される情報によりかなり影響を受けるものである。したがって，提
(4) スターリング C(9)， p. 200) は具体的な例によって，プラグマティク情報と意味
論的情報の区分を次のように説明している。 rたとえば，もし私が『火事』と叫び
皆がそこに走れば，私の報告はプラグマティク情報内容を含んでいると言われるであ
ろう。意味論的情報内容は，報告と対象および事象との関連に関係する。たとえば，
もし火事があれば，私の報告は意味論的情報内容を含んでいると言われるであろ
う。もし火事がなければ，それは意味論的に誤った情報で、ある。つまり，平易な英
語で嘘である。この 2種類の情報は，区分可能であり，一方の種類の情報は，他方の
種類の情報について何も意味しない点に留意しなければならない。」
(5) スターリング C(6)， p.55)は， ニュースキャスターの報告についての例によっ
て，この問題を次のように説明している。 rフットボールのスコアーの報告にかなり
の部分のチャンネル能力を現在費いやしているニュースキャスターは，受け手の目的
適合性基準に反応している。彼がクルケットやブリィジの結果を報告しない理由は，
受け手が関心を持っていない点に求められる。外国人は，フットボールにたし、するこ
の関心を少し奇妙に思う。別の文化圏において，そのチャンネル能力は，同じ理由
で，チェス，クリケヅト，闘牛，オペラなど，つまり，受け手が関心のあるものにた
いして用いられるであろう。その結果は，必ずしも，一般的に認められているわけで
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供すべき情報を特定するための理論構築の出発点において，人の好みは絶対的
なものであるとの前提を置くことは誤っている。
第4の批判は， r意思決定者による実際の意思決定に基づ、いて目的適合性を
有する情報を決定することは不可能である。」 との批判である。スターリング
は，かかる批判を次に示す2つの観点から指摘している。
(1) 意思決定者自身が，解決すべき問題の所在に気付いていない場合があ
るO この場合，情報の提供者は意思決定の内容を知ることができないので，必
然、的に，その意思決定に目的適合性を有する d情報を決定で、きない。
(2) 意思決定者が，仮りに解決すべき問題に気付いているとしても，情報を
提供されることにより解決すべき別の問題が明らかにされる場合がある O した
がって，情報の提供者は，情報の提供に先だって，意思決定に目的適合性を有
する情報を決定できない。
第5の批判は「意思決定者は多様な基準に基づ、いて意思決定をするので，意
思決定者が望んでいるすべての情報を提供することは不可能である。」との批
判である。
すべての情報を提供することが不可能であるとの批判を認めれば，情報は選
択されねばならなし、。しかしながら，意思決定者接近法は，その選択の基礎を
有していなし、。
以上述べた意思決定者接近法に対する批判に基づいて，スターリングは会計
システムが提供すべき情報は意思決定者接近法ではなく，意思決定モデ、ル接近
法により決定すべきであると主張している。
E 意思決定モデルと情報
スターリング C9)， pp. 200-201)は，意思決定モデ、ル接近法を展開する
はない。伝達者は，フットボールのスコアーを放送することにより，フットボールに
たし、する受け手の関心を高める。伝達者は，好みが学習される文化的状況の重要な部
分である。それ故，伝達者はかなりの程度，好みの決定要因である。」
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ために，まず，すべての意思決定に共通の要素を一般化することを試みている。
彼によれば，すべての意思決定モデ、ルは， (1)代替案 (Alternatives)，(2)結果
(Consequences)， (3~選好 (Preferences) とし、った 3 つの要素についての情報
が必要であると主張されている。また，これら 3つの要素のそれぞれについて
次に示すような特質が指摘されている。
代替案については，①実行可能性，②競合性，①網羅性といった3つの特質
が指摘されている。第 1の特質，つまり，代替案は意思決定を行なう時点で実
行可能なものでなければならないとの特質は，意思決定を行なう時点で実行可
能でない行為コースを選択することは無意味であるとの観点から指摘されてい
るO 第2の特質，つまり，代替案は競合的なものでなければならないとの特質
は，もしXとYの両方を選択できるならば， XとYとの間で選択をする必要が
ないとの観点から指摘されている O 第3の特質，つまり，代替案は網羅的なも
のでなければならないとの特質は，代替案のリストが完全でないならば，好ま
しい代替案の存在を知ることができないとの観点から指摘されている。
次に，代替案の結果については，それは将来時点において存在するものであ
るとの観点から，予測されねばならないといった特質が指摘されている。さら
に，結果の予測は，統制不能な事象とそれに割り当てられる確率によって規定
されるものであることが指摘されている。
また，選好については，それは個人的なものであるとの特質が指摘されてい
る。したがって，異なる意思決定者が同じ代替案に直面し， 同じ結果を予測
する場合でさえ，異なる意思決定が行なわれる場合もあることが指摘されてい
る。
スターリング((9)， p. 201)は，これら 3つの要素から構成される意思決
定プロセス(モデ、ノレ〉を，図 1のように要約している。
(6) ここで，競合的であるとは，ある一つの選択が，別の選択を排除するという意味で
ある O
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の決定
図1 意思決定プロセス
結果の予測
a1 C1 
好ましい結果
の選択
行為
a2 C2 C2 a2 
an Cn 
要するに，ある代替案とその結果との個別的対応が与えられれば，特定の結
果にたいする選好に基づいて，選択される代替案が一義的に決定されると考え
られている。
意思決定モデ、ルにとって，代替案，結果，選好についての情報が必要である
とすれば，次に，それらの情報がどこから提供されるかが問題になるO スター
リング C9)， p. 201) は，意思決定モデ、ノレを情報の受け手として位置づけた
情報システムを図2のように示している。図2において， Aは代替案， cは結
果， pは選好を表わしている。
情報源
A， C， P 
メッセージ
図2 情報システム
意思決定
モデル 選択メッセージ 目的
スターリングによれば，意思決定モデ、ルにとって必要な情報(代替案，結果
選好についての情報〉のうち，選好についての情報は，意思決定者自身により
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与えられる。したがって，会計システムが提供すべき情報は，代替案と結果に
ついての情報に限定できると主張されている。また，意思決定モデ、ルを合理的
意思決定モデ、ル(意思決定者の目的を達成するに有効であることが証明されて
いるモデ、ル〉に限定することにより，会計システムが提供すべき情報から，意
思決定者の気まぐれに基づく多くのデータを排除することができると主張され
ている O 要するに，会計システムは，合理的意思決定モデ、ルに目的適合性を有
する代替案と結果についての情報を提供すべきであると主張されている。
W 市場意思決定モデルに目的適合性を有する情報
前節において，一般的意思決定モデ、ルにとって，代替案，結果，選好につい
ての情報が必要であり，会計システムは，そのうち代替案と結果についての情
報を提供すべきであることが指摘された。スターリング((9)， pp. 203-205) 
は，この一般的意思決定モデ、ルについての分析結果を市場意思決定(市場にお
いて交換をするかしないかの意思決定〉モデ、ルに適用している。この市場意思
決定モデルにおいては，意思決定主体として，個人または企業(主として，経
営者〉が想定されている O
スターリング((9)， p. 204)は，市場意思決定モデ、ルにより特定される代
替案と結果についての情報，つまり，そのモデ、ノレに目的適合性を有する代替案
と結果についての情報を明らかにしようとしている。目的適合性を有する代替
案についての情報は次のように導き出されている。
代替案は実行可能なものでなければならないので，目的適合性を有する代替
案についての情報は，代替案の実行可能性を明らかにするものでなければなら
ない。代替案の実行可能性は， (1)想定される投資計画に現在利用できる資金と
(2)その計画に加わるために必要な投資額との比較により明らかにされる。した
がって， 目的適合性を有する代替案についての情報は「現在利用可能な資金」
と「必要な投資額」とを明らかにするものでなければならない。
「現在利用可能な資金」は，①すべての保有資産の現在販売価格，②借入能
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力，①持分資本調達能五)に依存する。②と③を考慮しなければ， I現在利用可
能な資金」は現在販売価格により明らかにされるので，それが目的適合性を有
する唯一の価格であると主張されている。過去の販売価格は，もはや利用でき
ないので， I現在利用可能な資金」を明らかにしなし、。また，将来の販売価格
は，将来利用可能な資金を明らかにするが， I現在利用可能な資金」を明らか
にしなし、。また，購入価格も「現在利用可能な資金」を明らかにしなし、。した
がって，過去・将来の販売価格および購入価格は， 目的適合性を有しないと主
張されている。
他方， I必要な投資額」は，資産の購入を想定する場合には，保有されてい
ない資産の現在購入価格により明らかにされる O また，それは，現状維持を想
定する場合には，保有されている資産の現在販売価格により明らかにされさ;
したがって，現在購入価格および現在販売価格が， 目的適合性を有する価格で
あると主張されている。
次に，目的適合性を有する結果についての情報は，次のように導き出されて
いる。
市場結果は，代替的計画から生ずる将来現金フローである。将来現金フロー
は販売されるアウトプットの数量とその将来販売価格により明らかにされる O
したがって，アウトプットの将来販売価格が目的適合性を有する価格であると
主張されている。また，計画の終点における生産資産の残存価値は，将来現金
インフローになるので，インプットの将来販売価格も目的適合性を有する価格
(7) スター リングは，ここでは， r借入能力」と「持分資本調達能力」について考察し
ていないが，後述するようにそれらは，現在販売価格と将来現金フローとにより明ら
かにされると考えられているように思われる。
(8) スターリング C9 J， p.204)は，この点について次のように説明している。「個人
または企業は，現状を維持するに必要な資産をすで、に保有しているので，その場合，
それらの購入を想定する必要はない。その代わり， C暗に〉必要とされる投資額は，
もしこれらの資産を販売するなら入手できるであろう現金額である。つまり，投資
の取り消しをしないとの意思決定は，構造上，投資をする意思決定と同じである。そ
れ故，現状を継続するに必要な投資額は，投資の取り消しをしないことにより受け取
らなかった現金額である。J
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であると主張されている。さらに，計画が生産資産の取替あるいは生産要素の
購入を要求する場合には，インプットの将来購入価格も，また，目的適合性を
有する価格であると主張されている。
要するに，スターリング C(9)， p. 205)によれば，合理的市場意思決定モ
デ、ルは，次に示す(1)，(2)， (3Dの価格を特定するので，それらの価格についての
情報が，合理的市場意思決定モデ、ルに目的適合性を有する情報であると主張さ
れている。
(1) 保有されているすべての資産の現在販売価格
く理由〉
(a) 保有されていないすべての資産の現在購入価格と比較した場合，現在
販売価格は実行可能な市場代替案を明らかにする。
(防 現在販売価格は，現状を維持するために必要な投資額を明らかにする。
(剖 保有されていないすべての資産の現在購入価格
く理由〉
(a) 保有されているすべての資産の現在販売価格と比較した場合，現在購
入価格は実行可能な市場代替案を明らかにする。
(b) 現在購入価格は，新規の計画に必要な投資額を完全に明らかにする。
(3D 特定の代替案と関連する将来購入価格と販売価格
く理由〉
必要な投資額 CC1 b)または C2 b)Jと比較した場合，将来購入・
販売価格は合理的意思決定を可能にする。
V 債権者・投資家の市場意思決定モデルに目的適合性を
有する情報
前節における市場意思決定モデ、ルの分析は，意思決定主体として，個人また
は企業(主として，経営者〉を想定している点で，かなり一般的なものであっ
た。スターリング C(9)， pp. 205-207)は，その分析結果を債権者・投資家の
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市場意思決定モデルに適用しているO
債権者・投資家の市場意思決定モデ、ルも実行可能な代替案を決定するため
に， (1)現在利用可能な資金と(却必要な投資額との比較を要求する。また，その
モデルは， (1)必要な投資額と(2)将来現金フローとの比較を要求する。 I現在利
用可能な資金」は，保有資産の現在販売価格，借入能力および持分資本調達能
力により明らかにされる。 I必要な投資額」は，新規の計画に関しては，貸付
申込額または株式の現在購入価格により明らかにされる。既存の計画に関して
は，債務証券または持分証券の現在販売価格により明らかにされる。 I将来現
金フロー」は，アウトプットの将来販売価格と残存価値により明らかにされる。
アウトプットの将来販売価格は，利子または配当金であるO 残存価値は，証券
の満期価値または清算価値である O 計画が債務の満期または企業の清算に先だ
って放棄される場合には，残存価値は，証券の将来販売価格である。
要するに， スターリ γグによれば，債権者・投資家の市場意思決定モデ、ル
は，前節において指摘された価格と全く同じ価格(①保有資産の現在販売価格，
②保有されていない証券の現在購入価格，①将来の利子または配当金および証
券の将来販売価格〉を特定すると主張されている。つまり，それらの価格が，
債権者・投資家の市場意思決定モデ、ルに目的適合性を有する価格であると主張
されている。しかしながら，それらの価格は，債権者・投資家により保有され
ている資産と証券の様々な価格に関するものである O そこで， スターリング
C( 9)， p. 205)は， I証券価格は，企業の経済的状況に依存しているし依
存すべきである。」ことを前提として，企業の経済的状況についてのいかなる
(9) 債権者・投資家の借入能力が，彼らにとって利用可能な資金をもたらすことは理解
できる。しかしながら，彼らの持分資本調達能力が，彼らにとって利用可能な資金を
もたらすとしている点は理解できない。
側 スターリング C9)， p.205)は， この前提を次のように導き出している。もし，
債権者・投資家が貸付または投資を行なっている企業の活動に関係なく，彼らが証券
の将来販売価格を予測できるならば，証券市場はその基礎に経済的意味を持たない賭
になってしまう。したがって，証券価格は，企業の経済的状況に依存すべきである。
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情報が債権者・投資家の市場意思決定モテ、ルに目的適合性を有する情報である
かを次のように導き出している。
まず，証券の将来現金フロー(将来の利子または配当金と証券の将来販売価
格〉は，企業自体の将来現金フローに依存するとの観点から，企業それ自体の
将来現金フローについての情報が，債権者・投資家の市場意思決定モデ、ルに目
的適合性を有する情報であると主張されている。
次に，企業が保有している資産の現在販売価格についての情報が，債権者・
投資家の市場意思決定モテ、ルに目的適合性を有する情報であると主張されてい
るO 企業が保有している資産の現在販売価格が，債権者の意思決定モデ、ルに目
的適合性を有していることは，長い間，認められてきているので， この主張
は，投資家の市場意思決定モデルにとっての現在販売価格の目的適合性に焦点
を当てて論じられているO スターリング (C9)， p. 206)は，かかる主張を次
に示すようなミューチュアルファンドの事例によって，導き出している。
LあるいはNミューチュアルファンドの一株を 100ド、ルで、購入で、きるオプシ
ョγをもっと仮定する。さらに， x年後の Lファンド株式の販売価格は140ド
ル， Nファンドのそれは 120ドルになると予測されると仮定する O この場合，
利益極大主義者を前提とすれば， Lファンドが選択されるであろう。次に， L 
ファンドはロードファンドであり， ロードの金額は90ド、ルで、あり， Nファンは
非ロードファンドであると仮定する。つまり，一株当りの流出価値は， Lファ
。1) スターリングは，ロードファンドおよび非ロードファ γ ドについて説明をしていな
いが，スコットボーマン C5)， pp. 1197-1198)によれば， この種のミューチュア
ルファンドは，次のように説明されている。 r非ロードミューチュアルファンドと後
述するロードミューチュアルファンドは，それらの普通株資本構成が，次のような意
味で『オープン』であるので，オープンエンド投資会社と呼ばれる。つまり， ミュー
チュアルファンドが，各取引日の間において，新しい投資家にたいして直接的に新し
い普通株を発行したり，現在の株主から直接的に既存の普通株を返還させたりする準
備が一般的にできているという意味である。……ロードミューチュアノレファンドは，
もちろん，前述した非ロードファンドにきわめて類似している。最大の相違は，投資
家がローディング費用つまり販売手数料(投資家がロードファンドの株式を購入する
場合，通常，その投資の約8.5%である。〉を支払う点にある。」
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ンド10ド、ル， Nファンド 100ド、ルで、あると仮定する。 Lファンドの価値のほと
んどは将来時点において存在し， Nファンドの価値のほとんどは，現在時点に
おいて存在しているので，他の事情が等しければ， Lファンドは，より大きな
リスクを伴なう投資であるO この場合， Lファンドのほうが， ロードの金額を
超えるほどに， Nファ γ ドより利益獲得能力が優っていると考えられるなら，
Lファンドが選択されるであろう。このようにロードの金額は，投資家の意思
決定に目的適合性を有するものである。ロードの金額は，企業の保有資産の現
在販売価格が公開されるならば，決定できるものである。したがって，企業の
保有資産の現在販売価格は，投資家の意思決定モデ、ルに目的適合性を有する価
格であると主張されている O
また，スターリング((9)， p. 207) は，同じ主張を次に示すような割増ま
たは割引されている株価の事例によって，導き出している。
ある株価は，一株当り流出価値(企業の保有資産の現在販売価格〉の数百倍
であるO この場合，購入価値は完全に将来に依存する。他の事情が等しけれ
ば，将来時点、において存在する価値部分が，大きければ大きいほど， リスクは
より高いものと考えられる。対照的に，ある株式は割引されてノ販売される。こ
の場合，株価はそのー株当り流出価値以下である。他の事情が等しければ，そ
のリスクは低いものと考えられる。したがって，割増または割引の大きさは，
投資家の市場意思決定モデ、ルに目的適合性を有するものである。割増または割
引の大きさは，企業の保有資産の現在販売価格により決定できるものであるO
それ故，企業の保有資産の現在販売価格は，投資家の市場意思決定モデ、ルに目
的適合性を有する価格であると主張されている。
要するに，スターリングは，①企業の将来現金フローについての情報と②企
業の資産の現在販売価格についての情報が，債権者・投資家の市場意思決定モ
デ、ルに目的適合性を有する情報であると主張している O
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VI む す び
スターリング C9)， p. 207)は，前節までの分析結果に基づいて，次に示
す(a)，(b)， (c)についての情報が，経営者および債権者・投資家の意思決定モデ
ルに目的適合性を有する情報であると主張している。
(a) 企業が保有している資産の現在販売価格
(b) 企業が保有していない資産の現在購入価格
(C) 企業の将来現金フロー
さらに，スターリング C9)， pp. 207-208) は，次に示す理由により，会
計システムが提供すべき情報は， (叫についての情報に限定すべきであると結論
づけている。
(耐についての情報を排除する理由は，次のように説明されている。企業が保
有していない資産の現在購入価格についての情報源は，市場それ自体であり，
それは購入部門により経営者にすでに提供されている。また，財務諸表は，企
業が保有している資産に関する報告書であるので，企業が保有していない資産
の現在購入価格は，財務諸表上の資産評価基準として使用すべきではない。
(C)についての情報を排除する理由は，次のように説明されている。われわれ
は，将来現金フローについて報告することはできなし、。われわれができるのは，
将来現金フローの予測についての報告である。現在の技術のもとでは，将来現
金フローの予測は，誤ったものになりがちである。誤った予測は有害で、ある。
企業が保有している資産の現在販売価格は，市場代替案と資産を保有するに
必要な投資額を明らかにする。また，それはリスク指標の要素でもある O これ
らの理由で，スターリングは貸借対照表上の項目は，現在販売価格によって評
価すべきであると結論づけているO
以上述べてきたスターリングの主張つまり意思決定モデル接近法による売却
時価主義会計の提唱に対して，次に示すようないくつかの間題点を指摘するこ
とによって，むすびとする。
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(1) スターリングは， I会計の目的は，各意思決定者が経済的意思決定を行
なううえで有用な情報を提供することである。」ことを基本的前提としている。
たしかに，最近の多くの会計文献においては，意思決定に役立つ情報提供機能
が，会計の基本的機能ないし目的として提起されている。しかしながら，他方
で，会計の機能をかかる情報提供機能に限定せずに，利害調整機能ないし持分
保護機能をも一つの重要な会計機能として提起している見解もあ20企業に投
下された資産を単に管理保全するだけではなく，各投資家の持分を企業の他の
投資家および他の利害関係者から適切に保護するための機能は，伝統的会計つ
まり歴史的原価主義会計が果たしてきている重要な機能であると考えられる O
スターリングは，かかる会計機能を全く無視している。
(却 意思決定モデ、ル接近法により導かれる会計情報が現実に有用であるため
には，現在行なわれている意思決定が，意思決定モデ、ルにおいて想定された意
思決定に変更されねばならなし、。つまり，その接近法は，現在意思決定者に提
供されている会計情報と現在行なわれている意思決定の両方の変更を想定して
いる。しかしながら，意思決定者にたいして現在提供されている会計情報が変
更されたからといって，自動的に現在行なわれている意思決定の仕方が変更さ
れるとは考えられない。また，意思決定の専門家でもない会計士が，言わば，
その専門家である意思決定者(経営者，債権者，投資家〉に，彼らの意思決定
を変更させるように説得することは困難であると考えられる。したがって，
意思決定モデル接近法による売却時価主義会計の実行可能性は，きわめて疑わ
しいと言わざるをえない。
(3D スターリングは，有用性概念を具体的状況に適用できるほど十分正確に
定義するために，論文 C(9)， p. 199) においては，その概念を目的適合性に
置き代えていど。他方，主著 C(6)， p. 40)においては，有用性概念の前提
ω かかる見解については，拙稿((11)， 98ー 100頁〉を参照のこと。
(13) ただし論文仁9コにおいても，すで、に指摘したように，意思決定者接近法を批判
するさいには，情報は事実と照応可能でなければならないことが強調されている。
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条件として，①事実照応性(叩tあと②目的適合性とが挙げられている。ま
た，別の論文((10)，p. 44)においては，有用性概念は，①解釈可能性と②目
的適合性とに置き代えられているO このように，スターリングの主張は，会計
情報が有用であるためには，それが意思決定に目的適合性を有するものでなけ
ればならないとしている点では，一貫している。しかしながら，その主張は，
情報が有用であるためには，それが事実と照応可能であり，経験的に解釈可能
なものでなければならなし、か否かについては，暖昧であり，一貫していなし、。
(叫 スターリングは，将来現金フローについての情報を会計情報として認め
るか否かについて，次のような矛盾した結論を導き出している。主著((6)， 
p. 359)あるいは，論文((9)， p. 208)においては，将来現金フローは，正
確に予測できないとか誤ったものになりがちであるといった理由で，それにつ
いての情報は会計情報から排除されている。他方，別の論文((8)， p駒 39)に
おいては，経営者の予算(将来現金フローについての情報〉は，債権者・投資
家による企業の将来現金フローについての独立的予測に基礎を与えるとの観点
から，それは会計情報として認められている。将来現金フローの予測が正確に
なされえないといった測定技術上の理由は，将来現金フローについての情報を
(14) 主著((6)， p.41， p. 46)において，事実照応性概念は， I現実と合致すること」
であり，事実との照応可能性は，資格ある観察者間での合意により，判断されると定
義されている。
U5) 論文(10)において，解釈可能性は次のように説明されている。解釈可能性は，あ
る属性が経験的に解釈可能であることを意味し，この意、味は，具体的には，ある属性
についての算術的計算が「もし…なら，その場合， …であろう。」としづ仮言命題
に置き代えることができることを意味する。スターリング((10)，p. 44)は， I面積」
とし、う属性を例にとって，解釈可能性を次のように説明している。 I~面積』という
属性は，平面の長さと幅の積，すなわち，A=LW.として定義される。その属性の
定義を繰り返すことは，経験的解釈にならない。経験的解釈となるためには，その代
わりに， ~もしこのスペースが，特定の大きさのタイルで、覆われるならば，その場
合， X個のタイルが必要で、あろう。』というような命題が必要である。この仮言命題
は，聴き手に，その概念の一つの用途を示すだけではなく， ~面積』の意味について
の理解を与える。」
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会計情報から排除する本質的理由にはなりえないと考えられる。その本質的理
由は，将来現金フローが事実との照応可能性を有しない点に求めるべきであろ
う。ここに，会計情報が有用であるための特質として，事実との照応可能性と
いう特質を含めるか否かについてのスターリングの暖昧な態度が，具体的に示
されている。
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